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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第143期

中間連結会計期間
第144期

中間連結会計期間
第143期

会計期間
自2025年４月１日
至2025年９月30日

自2026年４月１日
至2026年９月30日

自2025年４月１日
至2026年３月31日

売上高 （百万円） 45,965 51,362 93,759

経常利益 （百万円） 2,124 4,861 4,479

親会社株主に帰属する中間（当期）

純利益
（百万円） 1,405 3,432 1,688

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 390 3,607 3,376

純資産額 （百万円） 75,049 78,431 76,676

総資産額 （百万円） 134,195 141,624 137,490

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 49.29 120.11 59.16

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） 49.05 119.59 58.86

自己資本比率 （％） 47.8 48.4 48.6

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 1,393 4,459 3,011

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △1,517 △3,256 △3,397

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 170 △2,532 △189

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高
（百万円） 11,218 9,688 10,913

（注）当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しておりま

せん。

 

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

 

海外塗料事業

当中間連結会計期間において、迪諾泰（上海）貿易有限公司を新たに設立したため、連結の範囲に含めております。

また、当社の連結子会社であった迪恩特塗料（浙江）有限公司は、当社が保有する全株式を譲渡したため、連結の範囲

から除外しております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリ

スクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

　（１）経営成績の状況

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、緩やかな回復基調で推移したものの、物価上昇による実質賃金の伸

び悩みから個人消費が力強さを欠くなど、回復は緩やかなものに留まりました。加えて、中東情勢の緊迫化によ

り、原油・ナフサ由来の原材料における供給制約や価格高騰により調達環境が大きく変化し、その影響が需要環境

にも波及するなど、経済活動全般に混乱が生じました。さらに、米国をはじめとする各国の通商・金融政策をめぐ

る不確実性も高まっており、景気及び事業環境の先行きが極めて見通しにくい状況が続いております。

このような状況のもと、当社グループの経営成績は、売上高は513億６千２百万円（前年同期比 11.7％増）、営

業利益は45億１千６百万円（同 148.4％増）、経常利益は48億６千１百万円（同 128.9％増）、親会社株主に帰属

する中間純利益は34億３千２百万円（同 144.2％増）となりました。

売上高は、国内塗料事業において、品質問題による影響が緩和し、構造物用塗料を中心に需要が増加したことに

加え、原材料価格の上昇に対応した販売価格の改定を進めたことから、前年同期を上回りました。利益面では、国

内塗料事業における販売数量の伸長とそれに伴う収益性の向上が寄与し、営業利益、経常利益及び親会社株主に帰

属する中間純利益は、それぞれ前年同期を大幅に上回りました。

 

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

 

［国内塗料事業］

売上高は403億２千１百万円（前年同期比 13.7％増）、営業利益は32億１千５百万円（同 492.9％増）となりま

した。

一般用分野は、前期におけるJISマーク表示の一時停止処分の解除やその後の再発防止策の進捗等により、構造

物用塗料を中心に販売回復が進展しました。工業用分野は、住宅着工件数の減少等を背景に建材用塗料の需要が減

少したものの、その他の用途における需要は堅調に推移しました。インク・分散技術分野は、主要顧客の在庫調整

が影響し、需要が減少しました。神東塗料グループでは、粉体塗料及び防食塗料の販売が好調に推移したものの、

インフラ分野における工事売上が減少したことなどにより、売上高は前年同期を下回りました。また、国内塗料事

業全般において原材料価格の上昇に対応した販売価格の改定を進めた結果、当セグメント全体の売上高は、前年同

期を上回りました。

営業利益は、一般用分野を中心とした販売数量の増加に加え、生産効率の改善による収益性の向上も寄与し、前

年同期を大幅に上回りました。

 

［海外塗料事業］

売上高は46億９千３百万円（前年同期比 12.9％増）、営業利益は２億１千６百万円（同 9.8％減）となりまし

た。

東南アジアでは、域内の自動車部品向け需要が低調に推移したものの、輸出販売が増加したことに加え、原材料

価格の上昇に対応した販売価格の改定が進展したことから、売上高は前年同期を上回りました。メキシコでは、主

要顧客における減産の影響により、売上高は前年同期を下回りました。中国では、事業撤退に伴う取引先への対応

を進めるなかで、体制移行を見据えた需要を取り込んだことにより、売上高は前年同期を上回りました。これらの

結果、当セグメント全体の売上高は、前年同期を上回りました。

営業利益は、東南アジアにおいては販売価格の改定等により収益性が改善しましたが、メキシコにおける販売減

少の影響を補うには至らず、前年同期を下回りました。

 

［照明機器事業］

売上高は49億８千８百万円（前年同期比 2.3％増）、営業利益は８億５千１百万円（同 0.8％増）となりまし

た。

LED照明分野では、商業施設や高級ブランド店舗向けの需要が減少したものの、オフィスやホテル向け需要のほ

か蛍光ランプのLED化需要が増加し、売上高は前年同期を上回りました。UVランプ分野では、殺菌用途向けの需要

が主要顧客を中心に堅調に推移し、売上高は前年同期を上回りました。一方、蛍光ランプ分野では、市場縮小に伴
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い需要が減少し、売上高は前年同期を下回りました。これらに加え、各分野において販売価格の改定を実施したこ

とにより、当セグメント全体の売上高は、前年同期を上回りました。

営業利益は、販売促進活動に伴う広告宣伝費や人件費が増加したものの、販売価格の改定等による収益性の改善

により、前年同期を上回りました。

 

［蛍光色材事業］

売上高は５億３千９百万円(前年同期比 0.1％増)、営業利益は３千４百万円(同 88.3％増)となりました。

蛍光顔料は、EU地域をはじめとする海外市場における需要減少により、売上高は前年同期を下回りました。一

方、蛍光塗料は国内におけるヘルメット等の特殊用途向け販売が増加し、売上高は前年同期を上回りました。これ

らの結果、当セグメント全体の売上高は、前年同期をわずかに上回りました。

営業利益は、原価率の改善及び経費削減により、前年同期を上回りました。

 

［その他事業］

売上高は８億２千万円(前年同期比 11.4％減)、営業利益は２千２百万円(同 22.2％減)となりました。

物流事業は、取扱量の増加や取引価格の是正により、売上高は前年同期を上回りました。塗装工事事業は工事受

注の減少により、売上高は前年同期を下回りました。

営業利益は、物流事業の増収効果があったものの、塗装工事事業の減収による影響を補うには至らず、前年同期

を下回りました。

 

　（２）財政状態の状況

当中間連結会計期間末の総資産は1,416億２千４百万円となり、前連結会計年度末と比較して41億３千４百万円

の増加となりました。流動資産は544億７千４百万円で前連結会計年度末と比較して32億１千５百万円の増加とな

りましたが、これは電子記録債権の増加、棚卸資産の増加が主因であります。固定資産は871億４千９百万円で前

連結会計年度末と比較して９億１千８百万円の増加となりましたが、これは投資その他の資産の増加が主因であり

ます。

負債は631億９千３百万円となり、前連結会計年度末と比較して23億７千９百万円の増加となりました。流動負

債は389億８千６百万円で前連結会計年度末と比較して14億８千８百万円の増加となりましたが、これは支払手形

及び買掛金の増加が主因であります。固定負債は242億６百万円で前連結会計年度末と比較して８億９千１百万円

の増加となりましたが、これは繰延税金負債の増加が主因であります。

純資産は784億３千１百万円で前連結会計年度末と比較して17億５千４百万円の増加となりました。これは利益

剰余金の増加、その他有価証券評価差額金の増加が主因であります。

 

　（３）キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、96億８千８百万円となり、

前連結会計年度末と比較して15億２千９百万円の減少となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における営業活動により得られた資金は、44億５千９百万円（前年同期は13億９千３百万円

の収入）となりました。これは税金等調整前中間純利益、減価償却費、仕入債務の増加等の収入と、退職給付に係

る資産の増加、売上債権の増加、棚卸資産の増加、法人税等の支払額等の支出が主因であります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における投資活動により使用した資金は、32億５千６百万円（前年同期は15億１千７百万円

の支出）となりました。これは定期預金の預入による支出、有形固定資産の取得、無形固定資産の取得、連結の範

囲の変更を伴う子会社株式の売却による支出等の支出が主因であります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における財務活動により使用した資金は、25億３千２百万円（前年同期は１億７千万円の収

入）となりました。これは短期借入金の返済、配当金の支払等の支出が主因であります。

　（４）経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

 

　（５）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題
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当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

 

　（６）財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

2026年６月24日開催の第143期定時株主総会終結の時をもって、「当社株式等の大規模買付行為に関する対応策

（買収防衛策）」は有効期間満了により終了しました。

なお、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針について重要な変更はありませ

ん。

 

　（７）研究開発活動

当中間連結会計期間における当社グループ全体の研究開発費の金額は、10億９千３百万円であります。

なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【重要な契約等】

当社は、2026年11月６日開催の取締役会において、当社を株式交換完全親会社、当社の連結子会社である神東塗料株

式会社を株式交換完全子会社とする株式交換を実施することを決議し、神東塗料株式会社との間で株式交換契約を締結

いたしました。詳細は「第４　経理の状況　注記事項　重要な後発事象」をご参照ください。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 93,280,000

計 93,280,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行数
（株） （2026年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2026年11月９日）

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 29,710,678 29,710,678
東京証券取引所

プライム市場

単元株式数

100株

計 29,710,678 29,710,678 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年 月 日
発行済株式
総数増減（株）

発行済株式
総数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額(百万円)

資本準備金
残高(百万円)

2026年４月１日～

2026年９月30日
－ 29,710,678 － 8,827 － 2,444
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（５）【大株主の状況】

   2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己株式を
除く。）の総数に対する
所有株式数の割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）

東京都港区赤坂１丁目８－１

赤坂インターシティＡＩＲ
2,702 9.45

ダイニッカ株式会社 東京都中央区八丁堀１丁目９－５ 1,215 4.24

株式会社島津製作所 京都市中京区西ノ京桑原町１番地 1,000 3.49

田邊　康秀 大阪市鶴見区 826 2.89

明治安田生命保険相互会社（常任

代理人　株式会社日本カストディ

銀行）

東京都千代田区丸の内２丁目１－１

（東京都中央区晴海１丁目８－12）
810 2.83

富国生命保険相互会社

（常任代理人　株式会社日本カス

トディ銀行）

東京都千代田区内幸町２丁目２－２　

（東京都中央区晴海１丁目８－12）
800 2.79

LIM JAPAN EVENT MASTER FUND

（常任代理人　立花証券株式会

社）

190 ELGIN AVENUE, GEORGE TOWN,GRAND

CAYMAN,KY 1-9008 CAYMAN ISLANDS　

（東京都中央区日本橋茅場町１丁目１

３－14）

787 2.75

ＤＮＴ取引関係持株会
大阪市中央区平野町４丁目２－３　

オービック御堂筋ビル　５階
687 2.40

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４－５ 636 2.22

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内１丁目４－５ 628 2.19

計 － 10,095 35.30

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,116,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 28,514,200 285,142 －

単元未満株式 普通株式 79,878 － －

発行済株式総数  29,710,678 － －

総株主の議決権  － 285,142 －

 

②【自己株式等】

    2026年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

大日本塗料株式会社
大阪市中央区南船場

１丁目18番11号
1,116,600 － 1,116,600 3.76

計 － 1,116,600 － 1,116,600 3.76

（注）2026年９月30日現在において住所変更の手続きが完了していないため、旧住所を記載しております。
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２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1976年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 11,332 10,945

受取手形、売掛金及び契約資産 14,312 13,714

電子記録債権 8,868 10,475

商品及び製品 8,474 9,824

仕掛品 945 1,135

原材料及び貯蔵品 5,542 5,972

その他 1,891 2,502

貸倒引当金 △108 △96

流動資産合計 51,258 54,474

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 41,741 41,025

減価償却累計額 △28,988 △28,743

建物及び構築物（純額） 12,753 12,281

機械装置及び運搬具 40,725 40,710

減価償却累計額 △35,577 △35,811

機械装置及び運搬具（純額） 5,147 4,898

土地 27,266 27,257

リース資産 878 680

減価償却累計額 △852 △657

リース資産（純額） 26 23

建設仮勘定 1,033 1,834

その他 10,983 10,876

減価償却累計額 △8,941 △9,083

その他（純額） 2,042 1,793

有形固定資産合計 48,270 48,089

無形固定資産   

のれん 333 298

リース資産 0 －

その他 1,159 1,112

無形固定資産合計 1,492 1,410

投資その他の資産   

投資有価証券 8,822 9,809

繰延税金資産 1,487 1,447

退職給付に係る資産 25,189 25,457

その他 987 953

貸倒引当金 △18 △18

投資その他の資産合計 36,468 37,650

固定資産合計 86,231 87,149

資産合計 137,490 141,624
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 15,491 17,641

電子記録債務 3,628 4,050

短期借入金 8,668 8,320

リース債務 126 100

未払法人税等 802 890

賞与引当金 248 249

役員賞与引当金 72 －

製品補償引当金 156 146

品質関連損失引当金 254 425

開発中止損失引当金 66 －

関係会社整理損失引当金 988 22

その他 6,993 7,139

流動負債合計 37,498 38,986

固定負債   

長期借入金 5,831 5,626

リース債務 506 451

繰延税金負債 12,644 12,932

再評価に係る繰延税金負債 1,215 1,215

退職給付に係る負債 2,336 2,390

役員退職慰労引当金 13 12

企業結合に係る特定勘定 659 659

その他 107 916

固定負債合計 23,315 24,206

負債合計 60,813 63,193

純資産の部   

株主資本   

資本金 8,827 8,827

資本剰余金 2,440 2,444

利益剰余金 44,934 46,710

自己株式 △1,318 △1,282

株主資本合計 54,883 56,698

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 3,015 3,550

土地再評価差額金 1,669 1,669

為替換算調整勘定 2,422 2,240

退職給付に係る調整累計額 4,782 4,330

その他の包括利益累計額合計 11,889 11,789

新株予約権 120 118

非支配株主持分 9,782 9,823

純資産合計 76,676 78,431

負債純資産合計 137,490 141,624
          
 

EDINET提出書類

大日本塗料株式会社(E00891)

半期報告書

11/24



（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

売上高 45,965 51,362

売上原価 33,338 35,284

売上総利益 12,626 16,077

販売費及び一般管理費 ※１ 10,808 ※１ 11,561

営業利益 1,817 4,516

営業外収益   

受取利息 38 24

受取配当金 165 125

持分法による投資利益 136 230

その他 244 230

営業外収益合計 584 611

営業外費用   

支払利息 108 149

為替差損 86 36

その他 83 81

営業外費用合計 278 266

経常利益 2,124 4,861

特別利益   

固定資産売却益 155 7

投資有価証券売却益 602 －

関係会社株式売却益 － 415

特別利益合計 757 423

特別損失   

固定資産処分損 37 132

品質関連損失 ※２ 152 ※２ 229

その他 － 85

特別損失合計 190 446

税金等調整前中間純利益 2,691 4,838

法人税、住民税及び事業税 700 798

法人税等調整額 389 295

法人税等合計 1,089 1,094

中間純利益 1,601 3,744

非支配株主に帰属する中間純利益 196 312

親会社株主に帰属する中間純利益 1,405 3,432
    
 

【中間連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

中間純利益 1,601 3,744

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △44 531

為替換算調整勘定 △801 △203

退職給付に係る調整額 △334 △454

持分法適用会社に対する持分相当額 △30 △10

その他の包括利益合計 △1,211 △136

中間包括利益 390 3,607

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 389 3,332

非支配株主に係る中間包括利益 0 275
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 2,691 4,838

減価償却費 1,468 1,679

賞与引当金の増減額（△は減少） △1 1

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △81 △72

退職給付に係る資産負債の増減額 △798 △873

製品補償引当金の増減額（△は減少） △66 △9

品質関連損失引当金の増減額（△は減少） 47 170

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1 △0

開発中止損失引当金の増減額（△は減少） － △66

貸倒引当金の増減額（△は減少） 11 △11

受取利息及び受取配当金 △203 △150

支払利息 108 149

持分法による投資損益（△は益） △136 △230

固定資産売却損益（△は益） △155 △7

固定資産処分損益（△は益） 37 132

品質関連損失 152 229

投資有価証券売却損益（△は益） △602 －

関係会社株式売却損益（△は益） － △415

売上債権の増減額（△は増加） 189 △1,272

棚卸資産の増減額（△は増加） △375 △2,003

仕入債務の増減額（△は減少） △54 2,719

その他 △39 348

小計 2,194 5,153

利息及び配当金の受取額 367 218

利息の支払額 △107 △148

品質関連損失の支払額 △158 △58

和解金の支払額 △70 －

法人税等の還付額 64 171

法人税等の支払額 △897 △877

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,393 4,459

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △471 △1,799

定期預金の払戻による収入 295 1,042

有形固定資産の取得による支出 △2,199 △2,095

有形固定資産の売却による収入 221 7

有形固定資産の除却による支出 △41 △113

無形固定資産の取得による支出 △47 △121

投資有価証券の取得による支出 △2 △1

投資有価証券の売却による収入 745 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

支出
－ △207

その他 △16 33

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,517 △3,256

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △350 △550

長期借入れによる収入 2,200 －

長期借入金の返済による支出 － △3

リース債務の返済による支出 △116 △81

配当金の支払額 △1,396 △1,656

非支配株主への配当金の支払額 △166 △241

自己株式の取得による支出 △0 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 170 △2,532

現金及び現金同等物に係る換算差額 △297 105

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △251 △1,224

現金及び現金同等物の期首残高 11,469 10,913

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 11,218 ※ 9,688
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

当中間連結会計期間において、迪諾泰（上海）貿易有限公司を新たに設立したため、連結の範囲に含めております。

また、当社の連結子会社であった迪恩特塗料（浙江）有限公司は、当社が保有する全株式を譲渡したため、連結の範囲

から除外しております。

 

（中間連結貸借対照表関係）

偶発債務

（１）当社は、一部の日本産業規格（以下、「JIS」という。）認証製品において、一般財団法人日本塗料検査協会に申

請を行っていない外注先製造会社に対して製造を委託し、JISマークを表示して製品を出荷する等、外注管理の不備

があることが確認されました。本事案は、2024年11月29日付でこれらの不適切事案について日本塗料検査協会に報告

を行い、同協会の審査を受審し、JISマークの一時停止の通知を受領しました。加えて、社内で定める検査手順や条

件を遵守せずに製品を出荷した事案が確認されました。

なお、上記の事案の対象製品の組成及び品質に問題がないと判断しております。そのうえで、お客様に対しては、

謝罪とともに事案の内容及び当該製品の品質が担保されていることについて、ご説明し、適切に対応しております。

本事案については、2025年11月14日付で、日本塗料検査協会よりJISマーク表示の一時停止の解除について通知を

受けております。

なお、現時点で合理的に見積ることが可能な本事案に係る補償費用については、品質関連損失引当金として191百

万円を計上しておりますが、今後のお客様等との協議の結果によっては新たな補償費用が発生する可能性がありま

す。

以上のことは当社の今後の連結業績に影響を及ぼす可能性がありますが、現時点でその影響額を合理的に見積るこ

とが困難なものについては、中間連結財務諸表に反映しておりません。

 

（２）当社の連結子会社である神東塗料株式会社において、2022年３月期に判明した一部製品に係る不適切行為に関連し

て一部のお客様からは、地方裁判所において、本件不適切行為に係る損害として総額703百万円の賠償を求める訴訟

の提起を受けております。このうち、670百万円については、2023年５月18日付で株式会社ハズから提起された訴訟

にかかるものであり、訴状を2023年６月５日に受領しております。訴訟に関しては弁護士とも協議のうえ対応してま

いります。

現時点で合理的に見積ることが可能な本件不適切行為に係る補償費用については、品質関連損失引当金として233

百万円を計上しておりますが、今後のお客様等との協議の結果によっては新たな補償費用が発生する可能性がありま

す。

以上のことは当社の今後の連結業績に影響を及ぼす可能性がありますが、現時点でその影響額を合理的に見積るこ

とが困難なものについては、中間連結財務諸表に反映しておりません。

 

（中間連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
　　至 2025年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2026年４月１日
　　至 2026年９月30日）

給与及び諸手当 5,236百万円 5,604百万円

退職給付費用 △262 △424

 

※２　品質関連損失

前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

当社において、外注管理の不備及び社内で定める検査手順、条件を遵守せずに製品を出荷した等の不適切行為事

案に関連して発生した費用152百万円を、品質関連損失として計上しております。

 

当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

当社において、外注管理の不備及び社内で定める検査手順、条件を遵守せずに製品を出荷した等の不適切行為事

案に関連して発生した費用229百万円を、品質関連損失として計上しております。
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおりで

あります。

 
前中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
至 2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2026年４月１日
至 2026年９月30日）

現金及び預金勘定 12,535百万円 10,945百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,317 △1,257

現金及び現金同等物 11,218 9,688

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月24日

定時株主総会
普通株式 1,396 49 2025年３月31日 2025年６月25日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動

当社は、2025年６月24日開催の取締役会決議に基づき、譲渡制限付株式報酬として自己株式50,690株の処分を行

いました。また、ストックオプションの権利行使に伴い自己株式7,800株の処分を行いました。この結果、当中間

連結会計期間において自己株式が67百万円減少し、当中間連結会計期間末において自己株式が1,327百万円となっ

ております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年６月24日

定時株主総会
普通株式 1,656 58 2026年３月31日 2026年６月25日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動

当社は、2026年６月24日開催の取締役会決議に基づき、譲渡制限付株式報酬として自己株式29,099株の処分を行

いました。また、ストックオプションの権利行使に伴い自己株式2,400株の処分を行いました。この結果、当中間

連結会計期間において自己株式が36百万円減少し、当中間連結会計期間末において自己株式が1,282百万円となっ

ております。

 

（企業結合等関係）

（子会社持分の譲渡）

当社は、2026年７月31日付で当社の連結子会社である迪恩特塗料（浙江）有限公司の権利義務移転が完了したことに

伴い、当中間連結会計期間末において同社を連結の範囲から除外しております。

 

１．株式譲渡の概要

（１）株式譲渡の相手先の名称

CHUGOKU MARINE PAINTS (HONG KONG),LIMITED

 

（２）株式譲渡した子会社の名称及び事業内容

子会社の名称 迪恩特塗料（浙江）有限公司

事業内容 塗料の製造及び販売

 

（３）株式譲渡を行った主な理由

当社グループは、中華人民共和国（以下、「中国」という。）において2002年より自動車部品用途やその他工業

用途を中心に塗料事業を展開し、これまで多くのお客様に塗料を供給してまいりました。2018年には、現地におけ

る環境安全規制の厳格化に対応するとともに、溶剤系、水系及び粉体塗料の新たな製造拠点を確保し、更なる事業

拡大を図ることを目的に迪恩特塗料（浙江）有限公司（以下、「当該子会社」という。）を設立いたしました。し

かしながら、2020年以降の新型コロナウイルス感染症の世界的蔓延に伴う需要環境の急激な悪化やその後の中国経

済の鈍化により、近年の中国事業は業績低迷が続いておりました。こうした状況を踏まえ、当社では中国事業の抜
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本的な見直しを進めており、2024年３月には旧上海工場を閉鎖するなど、段階的に構造改革を推進してまいりまし

た。現行の2026中期経営計画（2024年度～2026年度）においても中国事業の立て直しをグループの最重要課題の一

つとして位置付け、これまであらゆる選択肢を視野に入れた検討を重ねてまいりました。この結果、当社は、当該

子会社の持分譲渡がグループ全体の経営資源の最適化及び財務体質の健全化に寄与すると判断し、中国での生産能

力増強を図る中国塗料株式会社との間で、同社連結子会社であるCHUGOKU MARINE PAINTS(HONG KONG),LIMITEDへの

持分譲渡について合意いたしました。

 

（４）権利義務移転日

2026年７月31日

 

（５）法的形式を含むその他取引の概要に関する事項

現金を受取対価とする持分譲渡

 

２．実施した会計処理の概要

（１）譲渡損益の金額

関係会社株式売却益 415 百万円

主に当社の連結子会社である迪恩特塗料（浙江）有限公司を連結の範囲から除外したことに伴う為替換算調整勘

定の取崩益であります。

なお、本株式譲渡に係る損失については、前連結会計年度に関係会社整理損失引当金966百万円を計上していた

ため、当中間連結会計期間の業績に与える重要な影響はありません。

 

（２）移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳

流動資産 568 百万円

固定資産 1,733  

資産合計 2,302  

流動負債 1,116  

固定負債 －  

負債合計 1,116  

 

（３）会計処理

売却価額と、当該株式の連結上の帳簿価額に関連する為替換算調整勘定を加減した額との差額から、前連結会計

年度に計上した関係会社整理損失引当金を控除した額を、「関係会社株式売却益」として特別利益に計上しており

ます。

 

３．譲渡した子会社が含まれていた報告セグメント

海外塗料事業

 

４．当中間連結会計期間に係る中間連結損益計算書に計上されている分離した子会社に係る損益の概算額

売上高 606 百万円

営業損失 △66  
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

中間連結
損益計算書
計上額
（注）３

 国内塗料 海外塗料 照明機器 蛍光色材 計

売上高          

外部顧客への

売上高
35,466 4,155 4,877 539 45,038 926 45,965 － 45,965

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

463 3 35 60 562 1,187 1,750 △1,750 －

計 35,930 4,159 4,912 599 45,601 2,113 47,715 △1,750 45,965

セグメント利益 542 239 844 18 1,645 28 1,673 144 1,817

（注）１．その他の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、塗装工事事業、物流事業等を含ん

でおります。

２．セグメント利益の調整額144百万円は、セグメント間取引消去であります。

３．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

当中間連結会計期間において、固定資産に係る重要な減損損失の認識、のれんの金額の重要な変動及び重要な

負ののれん発生益の認識はありません。

 
Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

中間連結
損益計算書
計上額
（注）３

 国内塗料 海外塗料 照明機器 蛍光色材 計

売上高          

外部顧客への

売上高
40,321 4,693 4,988 539 50,541 820 51,362 － 51,362

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

529 2 7 57 596 1,282 1,878 △1,878 －

計 40,850 4,695 4,995 596 51,138 2,102 53,241 △1,878 51,362

セグメント利益 3,215 216 851 34 4,318 22 4,340 176 4,516

（注）１．その他の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、塗装工事事業、物流事業等を含ん

でおります。

２．セグメント利益の調整額176百万円は、セグメント間取引消去であります。

３．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

当中間連結会計期間において、固定資産に係る重要な減損損失の認識、のれんの金額の重要な変動及び重要な

負ののれん発生益の認識はありません。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社グループは、売上高を顧客の所在地を基礎とした国又は地域に分解しております。分解した地域別の売上高

と報告セグメントとの関係は以下のとおりであります。

 

前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

（単位：百万円）

 
報告セグメント その他

（注）
合計

国内塗料 海外塗料 照明機器 蛍光色材 計

日本 34,931 － 4,862 442 40,236 926 41,163

アジア 463 3,269 5 42 3,781 － 3,781

米州 1 885 － － 887 － 887

その他 70 － 8 53 132 － 132

顧客との契約から生じる

収益 35,466 4,155 4,877 539 45,038 926 45,965

その他の収益 － － － － － － －

外部顧客への売上高 35,466 4,155 4,877 539 45,038 926 45,965

（注）その他の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、塗装工事事業、物流事業等を含んで

おります。

 

当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

（単位：百万円）

 
報告セグメント その他

（注）
合計

国内塗料 海外塗料 照明機器 蛍光色材 計

日本 39,787 － 4,983 471 45,242 820 46,063

アジア 448 3,975 4 29 4,458 － 4,458

米州 － 717 － － 717 － 717

その他 84 － － 38 122 － 122

顧客との契約から生じる

収益 40,321 4,693 4,988 539 50,541 820 51,362

その他の収益 － － － － － － －

外部顧客への売上高 40,321 4,693 4,988 539 50,541 820 51,362

（注）その他の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、塗装工事事業、物流事業等を含んで

おります。
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（１株当たり情報）

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

（１）１株当たり中間純利益 49円29銭 120円11銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益

（百万円）
1,405 3,432

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

中間純利益（百万円）
1,405 3,432

普通株式の期中平均株式数（千株） 28,520 28,575

（２）潜在株式調整後１株当たり中間純利益 49円05銭 119円59銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（千株） 135 122

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり中間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、

前連結会計年度末から重要な変動があったものの概

要

 

－

 

－

 

（重要な後発事象）

（株式交換による神東塗料株式会社の完全子会社化）

当社は、2026年11月６日開催の取締役会において、当社を株式交換完全親会社、当社の連結子会社である神東塗料

株式会社（コード番号：4615、株式会社東京証券取引所スタンダード市場、以下「対象者」といいます。）を株式交

換完全子会社とする株式交換（以下「本株式交換」といいます。）を実施することを決議し、同日、対象者との間で

本株式交換契約を締結いたしました。

本株式交換は、当社においては会社法第796条第２項の規定に基づく簡易株式交換の手続により株主総会の承認を

得ずに行い、対象者においては2027年１月15日開催予定の臨時株主総会における承認を得た上で、2027年２月25日を

効力発生日として実施する予定です。なお、対象者の普通株式は、本株式交換の効力発生日に先立ち、2027年２月22

日付で上場廃止（最終売買日は2027年２月19日）となる予定です。

本株式交換の内容は下記のとおりです。

 

１．本株式交換の目的及び背景

当社は、2024年５月16日に公表した2026中期経営計画（2024～2026）において、塗料事業基盤の拡大のため、内部

成長に加えて外部のリソースを獲得・活用することを基本方針としております。この方針の下、当社は、2025年２月

７日に開始した対象者株式に対する公開買付け及び2025年３月18日に完了した第三者割当増資の引受けにより、対象

者を連結子会社とし、両社間の業務提携を推進してまいりました。

しかしながら、親子上場の関係においては、少数株主の利益への配慮に伴う利益相反管理及び意思決定手続に時間

と管理負担を要するほか、両社が上場企業として内部統制、監査及び開示等の体制を維持することによる手続及び管

理コストの重複が生じております。また、国内塗料市場の成熟及び原材料コスト等の上昇が続く中、対象者の収益力

の回復はなお途上にあり、対象者単独での設備投資及び研究開発投資には制約があります。

当社は、対象者を完全子会社化することにより、両社の経営資源の最適配分及び迅速な意思決定を可能とし、生産

体制及び設備投資の最適化、共同購買、物流効率化、在庫最適化並びに管理機能の整理等を進め、収益性の向上を図

ります。また、対象者が強みを持つ工業用塗料（電着・粉体）について、両社の製品、技術、販路及び顧客基盤を活

用し、競争力及び収益力の向上を目指すとともに、海外事業の拡大及び成長投資の充実を図ります。これらを実現す

るため、本株式交換を実施することといたしました。
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２．株式交換完全子会社となる会社の概要

項目 内容
① 名称 神東塗料株式会社
② 所在地 兵庫県尼崎市南塚口町六丁目10番73号
③ 代表者の役職・氏名 代表取締役社長執行役員 小坂 伊知郎
④ 事業内容 塗料、接着剤、顔料、合成樹脂その他各種化成品等

の製造・加工・売買、塗装工事その他各種建設工事
の設計・施工・管理等

⑤ 資本金 2,449百万円
⑥ 設立年月日 1933年４月17日
⑦ 発行済株式数 34,060,000株
⑧ 当社との資本関係 当社は対象者株式17,052,700株（自己株式を除く発

行済株式数に対する所有割合50.10％）を保有して
おり、対象者は当社の連結子会社です。

（注）資本金及び発行済株式数は2026年３月31日現在です。

 

３．本株式交換の概要

（１）日程

項目 日程
株式交換契約締結の取締役会決議日（両社） 2026年11月６日
株式交換契約締結日（両社） 2026年11月６日
株式交換契約承認臨時株主総会開催日（対象者） 2027年１月15日（予定）
最終売買日（対象者） 2027年２月19日（予定）
上場廃止日（対象者） 2027年２月22日（予定）
本株式交換契約の効力発生日 2027年２月25日（予定）
（注）上記日程は、手続進行上の必要性その他の事由により、両社の合意によって変更することがあります。

 
（２）本株式交換の方式

当社を株式交換完全親会社、対象者を株式交換完全子会社とする株式交換です。当社においては会社法第796
条第２項の規定に基づく簡易株式交換の手続により、対象者においては臨時株主総会による本株式交換契約の承
認を得た上で実施する予定です。

 
（３）本株式交換に係る割当ての内容
項目 当社（株式交換完全親会社） 対象者（株式交換完全子会社）
株式交換に係る割当比率 １ 0.0824
本株式交換により交付する当社普通株式の数：1,399,514株（予定）

（注）１．対象者の普通株式１株に対して、当社の普通株式0.0824株を割当交付いたします。ただし、本株式交換により
当社が対象者の発行済株式の全て（当社が保有する対象者株式を除きます。）を取得する時点の直前時（以下
「基準時」といいます。）において当社が保有する対象者株式については、株式の割当てを行いません。な
お、上記の本株式交換に係る割当比率（以下「本株式交換比率」といいます。）は、算定の根拠となる諸条件
に重大な変更が生じた場合、両社間で協議し、合意の上、変更することがあります。

２．交付する当社普通株式には、当社が保有する自己株式及び今後取得する自己株式の一部を充当する予定です。
不足する場合には、不足分に相当する普通株式を新たに発行する予定です。

３．対象者は、基準時の直前の時点において保有する自己株式（反対株主の株式買取請求により取得する自己株式
を含みます。）の全てを、基準時の直前の時点をもって消却する予定です。交付株式数は、対象者の自己株式
の取得及び消却等により修正される可能性があります。

４．本株式交換により当社の単元未満株式（100株未満）を保有することとなる株主は、株式交換の効力発生日以
降、当社に対して単元未満株式の買取りを請求することができます。また、１株に満たない端数については、
会社法第234条その他の関連法令に従い、端数の合計数に相当する株式を売却し、その売却代金を端数に応じ
て交付いたします。

 
（４）株式交換比率の算定根拠

当社及び対象者は、株式交換比率の公正性及び妥当性を確保するため、それぞれ独立した第三者算定機関を選
定しました。当社は株式会社三菱UFJ銀行コーポレート情報営業部財務開発室を、対象者はJapan Blue M&Aアド
バイザリー株式会社を選定し、それぞれの算定結果及び相手方に対するデュー・ディリジェンスの結果等を踏ま
え、両社の財務状況、資産状況及び将来の見通し等を総合的に勘案し、協議及び交渉の上、株式交換比率を決定
いたしました。
株式会社三菱UFJ銀行コーポレート情報営業部財務開発室は、当社について市場株価分析を、対象者について
市場株価分析及びDCF分析を採用しております。また、Japan Blue M&Aアドバイザリー株式会社は、当社につい
て市場株価基準法を、対象者について市場株価基準法及びDCF法を採用しております。

 
（５）新株予約権及び新株予約権付社債の取扱い

対象者は新株予約権及び新株予約権付社債を発行していないため、該当事項はありません。

 

４．本株式交換後の株式交換完全親会社の概要

本株式交換による当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期の変更はありませ

ん。本株式交換後の純資産及び総資産は、現時点では確定しておりません。

 

５．会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 2024年９月13日）に基づき、 共通支配下の取引等

のうち、非支配株主との取引として処理する予定です。

 

６．業績への影響
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本株式交換による当社の業績への影響は、現在精査中です。今後、業績予想修正の必要性又は公表すべき事項が

生じた場合は、速やかに開示いたします。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2026年11月９日

大日本塗料株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

大阪事務所

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 辰巳　幸久  

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 大橋　盛子  

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大日本塗料株式

会社の2026年４月１日から2027年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月30日

まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間

連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、大日本塗料株式会社及び連結子会社の2026年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間

連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手続

を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度

の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係る我が国におい

て一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められない

かどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書におい

て中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適

切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結

論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として

存続できなくなる可能性がある。

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財

務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれておりません。
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